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第１章　総　則

（目　的）
第１条　　この規程は、■■■■■（以下、会社という）の業務のため役員及び社員が出張した場合に支給する旅費をいう。

（旅費の種類）
第２条　　旅費の種類は出張旅費とし次の区分とする。

　　　(1)交通費
　　　(2)日　当
　　　(3)宿泊料

（旅費の計算）
第３条　　旅費は全て順路によって支給する。ただし、天災その他特別の事情によりやむを得ないときは実際の経路によって支給する。

（交通費の計算）
第４条　　交通費は次の区分によって別に定める等級の料金を支給する。

　　　(1)航空運賃
　　　(2)鉄道料金
　　　(3)船舶料金
　　　(4)その他の交通料金

２　急行の料金、特別急行料金、超特別急行料金、及び寝台料金は会社が業務の都合上、必要と認めたときに限り、実費を支給する。

（航空機の利用）
第５条　　緊急の業務のため及び他の交通機関との経済的要素を勘案して、航空機の利用が妥当と認められるときは、その実費を支給する。

（会社所有自動車等利用の場合）
第６条　　会社所有自動車（社有とみなす従業員個人の所有車両を含む）等の会社の所有に属する交通機関を利用したときは、この区間の交通費は支給しない。

２　自動車の運行にともなう高速道路通行料、ガソリン代、修理費、駐車料その他の経費は実費を支給する。

（日当、宿泊料）
第７条　　日当、宿泊料は、出張の初日から最終日まで暦日により出張日数、宿泊日数に応じて別に定める料金を支給する。

２　日当については、正午までに帰着した場合、及び正午を過ぎて出発する場合は定額の２分の１を支給する。

３　宿泊料については、車中泊、又は船中泊の場合は、定額の２分の１を支給する。

４　国外出張の場合は、定額の３倍増の日当を支給する。

（旅費の仮払）
第８条　　出張者が出張の要件を満たした場合は、出張に要する費用の金額の仮払いを受けることができる。

（旅費の精算）
第９条　　出張者が出張先から帰社したときは、速やかに所定の様式により旅費の精算をしなければならない。

２　実費の支給を受けるときは、その支出を証明するため前項の様式に領収書となる書面を添付しなければならない。ただし、領収証を徴することができないときは、支払報告書を提出することを要する。

第２章　雑　則

（出張日程の考慮等）
第１０条　　出張に際しては、効果的な出張計画により日程、交通機関を利用すること。

（その他の旅費）
第１１条　　前各条に定めのない旅費については、実情に応じ社長がその都度決定する。

付　則

[bookmark: _GoBack]１　この規程は平成２５年６月１日から改正実施する。
２　この規程を改廃する場合には従業員の意見を聴いて行う。


（別表１）

	区分
	日当
	航空賃
	鉄道賃
	車賃
	船舶賃
	宿泊料

	
	
	
	
	
	
	甲
	乙

	代表取締役
	2,300
	実費
	実費
	実費
	実費
	8,000
	6,000

	取締役
	2,000
	〃
	〃
	〃
	〃
	8,000
	6,000

	兼務役員
	1,800
	〃
	〃
	〃
	〃
	8,000
	6,000

	部長
	1,500
	〃
	〃
	〃
	〃
	8,000
	6,000

	課長以上
	1,300
	〃
	〃
	〃
	〃
	8,000
	6,000

	その他
	1,000
	〃
	〃
	〃
	〃
	8,000
	6,000



（備　考）

１　宿泊料　甲欄・・・海外及び政令指定都市等に宿泊の場合
　　　　　　　　　　　（大阪・名古屋・京都・横浜・神戸・北九州
　　　　　　　　　　　　札幌・川崎・福岡・広島・仙台・東京23区）
　　　　　　乙欄・・・政令指定都市等以外に宿泊の場合

２　特別な事情により別表１の宿泊料を超えた場合は、稟議決済の上、実費を支給する場合があ
　　る。
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